
申請者

1 ◎ ◎ □ □

2 ◎ ◎ □ □

3 ◎ ◎ □ □

4 ◎ ◎ □ □

5 ◎ ◎ □ □

6 ◎ ◎ □ □

7 ○ ○ □ □

8 ◎ ◎ □ □

9 △ △ □ □

10 △ △ □ □

11 △ △ □ □

12 ◎ ◎ □ □

13 ◎ ◎ □ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

15 ◎ × □ □

16 × ◎ □ □

17 ◎ ◎ □ □

18 △ △ □ □

19 △ △ □ □

20 ◎ ◎ □ □

□ □

提出書類の表示　◎：提出が必要、×：提出の必要なし、△該当者のみ必要、○：未提出の場合は、級外扱いとする

★の証明書については、申請月から3か月以内に取得したもの

（例：1月に申請する場合、証明日が前年10月1日以降のものであれば可） 町担当者使用欄

受付日

問い合わせ先 ： 企画財政課　財産管理係　 電話０９５２-８４-７１１２（内線３３２） 受付番号

令和５・６年度　白石町入札参加資格審査申請　提出書類チェック表（建設工事）

※この書類は申請者が記入・チェックをし、他の書類と一緒に提出すること。

写し可（本籍地の市区町村役場）　★

写し可（法務局）　★

市区町村税　「未納の税額がないことの証明」（市区町村役場）　★

国税　「未納の税額がないことの証明 （その３の２）」（税務署）　★

市区町村税　「未納の税額がないことの証明」（市区町村役場）　★
※委任先がある場合は、委任先所在地の証明書

県税　「未納の税額がないことの証明」（県税事務所）　★
※委任先がある場合は、委任先所在地の証明書

写し可
審査基準日から１年７か月以内で、直近のもの

国土交通省様式でも可

直近２ヵ年分

国土交通省様式でも可

希望工種に〇を記入すること

写し可　★

使用印・実印を押印すること

入札契約等を年間委任する場合のみ

町内の営業所等に委任する場合のみ

町内の営業所等に委任する場合のみ

写し可（許可通知書の写しでも可）

書類のチェック、担当者名等を記載すること

受領書が必要な場合のみ
宛名記入、切手貼付すること

必要な場合のみ

個人× ◎

提出書類 備考

町様式以外は不可

連絡先電話番号

申請事務担当者氏名

商号又は名称

その他
・他に参考となる付属書類がある場合は、適宜添付すること。
・「提出書類」の順に並べ、クリアファイルに入れて提出すること。

登記事項証明書
（履歴事項全部証明書）

身分証明書

誓約書

受領書

返信用封筒

提出書類チェック表

使用印鑑届

印鑑登録証明書

14

法人◎ ×

国税　「未納の税額がないことの証明 （その３の３）」（税務署）　★

納税証明書
（未納がないことの証明書）

写し可
・未納がない証明書を発行しない市区町村の場合は、完納証明書又は直近２か年分の納税証明書で
可。
・営業開始後1年未満の法人で、納税証明書が発行されない場合は、法人設置届出の写しで可。
※新型コロナウイルス感染症の影響等により国税等の猶予制度を受けたため、納税証明書等の写しを
提出できない場合は、猶予制度の適用を受けていることを示す書類の写し等を提出。

営業所一覧表

経営事項審査結果通知書

建設業許可証明書

営業所等調書

事務所等写真

委任状

提出書類チェック欄
町担当者

No. 法人 個人

工事経歴書

技術者経歴書

業態調書

工事種別完成工事高

資格審査申請書



白石町長　様

（　申　請　者　）

2021・2022年度受付番号 番

※未提出者は記入不要

（役職） （氏名） 実印

（　受　任　者　） （本店と支店・営業所・出張所の関係がある者のみ記載）

（役職） （氏名） 印

ＦＡＸ番号

白石町との取引を代理人（支店長等）に行わせる場合は、「受任者」欄に記載の上、委任状を添付してく
ださい。

ふりがな

所在地

所在地

ＦＡＸ番号

メールアドレス

電話番号

受任者氏名

ふりがな

営業所名

郵便番号

令和５・６年度　白石町入札（見積）参加資格審査申請書（建設工事）

　令和５・６年度において、白石町で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。
　なお、この申請書および添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

令和　　年　　月　　日

メールアドレス

電話番号

代表者氏名

ふりがな

商号又は名称

ふりがな

郵便番号



注1 年 月 日

1 土 木 一 式

2 建 築 一 式

3 大 工

4 左 官

5 とび・土工・コンクリート

6 石

7 屋 根

8 電 気

9 管

10 タイル・れんが・ブロック

11 鋼 構 造 物

12 鉄 筋

13 ほ 装

14 し ゅ ん せ つ

15 板 金

16 ガ ラ ス

17 塗 装

18 防 水

19 内 装 仕 上

20 機 械 器 具 設 置

21 熱 絶 縁

22 電 気 通 信

23 造 園

24 さ く 井

25 建 具

26 水 道 施 設

27 消 防 施 設

28 清 掃 施 設

29 解 体

そ の 他

注１　希望工事は、受注希望の工事欄に○を記入すること。

注２　完成工事高については、消費税を含まない金額を記載すること。

注３　経営事項審査を受けた者で、総合評定値通知書がまだ届いていない場合には、

　申請中の内容で上記に記入すること。

年

人

－

希
望
工
事

工事種別完成工事高

建設業許可番号

備　考　年間平均完成工事高（千円）

許
可
区
分

完
　
　
成
　
　
工
　
　
事
　
　
高

建設工事の種類

営　業　年　数

従　業　員　数

審査基準日

合　　　計



検定種目 人数

一級

二級

一級

土木

鋼構造物塗装

薬液注入

一級

建築

躯体

仕上げ

一級

二級

一級

二級

一級

二級

資　　格 人数

建築設備士

人数

合計

実人数

監理技術者資格者証及び監理技術者講習
修了証の所持者数

１　「国土交通省地方整備局等建設工事競争参加資格審査申請書作成の手引」に準じて記載
すること。

２　「人数」欄は、申請時点で在籍している有資格技術職員の資格の内訳について記載する
こと。
※１人で２以上の資格を有している場合は、それぞれの資格に重複して計上できるが、１級
及び２級の同資格を有している者等は、１級（上位の級）の欄のみに計上すること。

建
築
士
等

級別・種別

建築士

一級建築士

二級建築士

木造建築士

管工事施工管理技士

造園施工管理技士

建築施工管理技士
二級

電気工事施工管理技士

業態調書（技術者関係）

有資格技術職員内訳

施
工
管
理
技
士

級別・種別

建設機械施工技士

土木施工管理技士
二級



学校名 専攻学科 名称 取得年月日 免許番号

※実務経歴…直近２年程度の担当工事経歴を記載してください。

技　　術　　者　　経　　歴　　書

番号 氏名 年齢
最終学歴 法令による免許等

実務経歴
経験
年数



（建設工事の種類） 工事

着　工　年　月
完成（予定）年月

　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月
　　　年　　　月

１　本表は、許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成すること。
２　本表は、直前２年間の主な完成工事及び直前２年間に着手した主な未完成工事について記載すること。
３　下請工事については、「注文者」の欄には元請業者を記載し、「工事名」の欄には下請け工事名を記載すること。
４　「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。

工  事  経  歴  書

請負代金の額（千円）注　文　者
元請・下請

の区分
工事概要（内容、範囲、規模）

工事場所のある
都道府県名

工　事　名



番号 営業所名称 郵便番号 所在地

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

電　話

ＦＡＸ

営 業 所 一 覧 表

1

2

電話・ＦＡＸ番号

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20



・当該営業所（支店等）の名称 ・当該営業所（支店等）の位置図

・駐車スペース 有り 無し

・建設業従事常勤従業員数

人 人 人 人

・当該営業所（支店等）の状況

自己（社）所有 賃貸 営業年数 年

当該地の敷地面積 ㎡ 建物延床面積 ㎡

・当該営業所（支店等）の専任技術者

・建設業法第7条第1号に規定する経営業務管理責任者 氏名

（作成上の注意）
1　建設工事の登録業者が白石町内の営業所等に委任を行う場合のみ作成してください。
2　作成時の状況を記入して下さい。

氏　　　　名 担当工種 氏　　　　名 担当工種

営業所（支店等）の職員数

営　業　所　等　調　書

商号又は名称

区　　　　　　　分 技術職員数 その他作業員 事務職員数 合計



・事務所外観写真（建物全景写真・「社名」と「建設業の標識掲示」の確認ができる写真）

・事務所内部写真（東西又は左右からの撮影）

（作成上の注意）

1　建設工事の登録業者が白石町内の営業所等に委任を行う場合のみ作成してください。

商号又は名称

事　務　所　等　写　真



白石町長　様

所在地

商号又は名称

役職名

代表者名 実印

　私は次の者を代理人と定め、令和 年 月 日から令和 年 月 日まで、

下記の権限を委任します。

所在地

商号又は名称

役職名

氏名 印

（委任事項）

１．入札及び見積りに関する事項

２．契約の締結に関する事項

３．代金の請求及び受領に関する事項

４．復代理人の選任に関する事項

５．その他契約履行に関する事項

令和　　年　　月　　日

委　任　状

記

受任者使用印



上記の印鑑を、入札・見積りの参加、契約の締結、代金の請求及び受領のために使用したいので、お届けします。

住 所

商号又は名称

代 表 者 実印

注）角印（社印・支店印）のみを使用印とすることはできません。

　　支店長等に入札・契約等の権限を委任する場合は、受任者の印を押印すること。

令和　　年　　月　　日

使 用 印 鑑 届

（代表者印・支店長印）（社印・支店印）

丸　　印角　　印



上記の者は、市区町村税において未納がないことを証明します。

年　　　月　　　日

市区町村長名

印

氏　名（名　称）

住　所（所在地）

完 納 証 明 書



白石町長　様

申請者

住　　　　　　　所
（法人にあっては本店所在地）

ふ 　り　 が　 な

法人名（商号又は名称等）

代　表　者　職　名

ふ 　り　 が　 な
氏　　　　　　　名

（法人にあっては本店の代表者氏名）
実印

代表者の生年月日 年 月 日 性別

受任者

住　　　　　　　所

ふ　 り 　が 　な

委任先名（支店・営業所等）

受　任　者　職　名

ふ 　り 　が　 な

受　任　者　氏　名 印

受任者の生年月日 年 月 日 性別

※法人において、支店等に委任している場合は、受任者についても記載してください。

２　１の（１）から（７）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の
　団体又は個人ではありません。

令和　　年　　月　　日

（２）　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定
　　　する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
（４）　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目
　　　的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
（５）　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は
　　　積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
（６）　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（７）　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

誓    約    書

　私は、この度の申請を行うに当たり、下記の事項について誓約します。
　なお、白石町が必要な場合には、佐賀県白石警察署に照会することについて承諾し、照会で
確認された情報は、今後私が白石町と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意
します。

記

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７
　　　号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）



様

〒849-1192

佐賀県杵島郡白石町大字福田1247番地1

白石町役場企画財政課財産管理係

TEL：0952-84-7112

受　　領　　書

令和５・６年度　白石町入札（見積）参加資格審査申請書（建設工事）

受　領　印

上記書類を確かに受領致しました。


